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平成21年度税制改正(法人税関係)について

[image: image20.wmf]
中小企業関係税制について、主に次のような改正が行われました。

１．中小企業者等の法人税率の特例
中小法人等の平成21年4月1日から平成23年3月31日までの間に終了する
各事業年度の所得金額のうち、年800万円以下の金額に対する法人税の税率を

22%→18%に引き下げる。

２．欠損金の繰戻しによる還付の請求
中小法人等の平成21年2月1日以後に終了する各事業年度において生じた欠損

金額については、欠損金の繰戻しによる還付制度の適用ができることとする。



　　この制度の適用を受けるためには、欠損金額が生じた事業年度の確定申告書

　　　を期限内に提出し、同時に所定の事項を記載した還付請求書を提出する必要

　　　があります。また、欠損金額が生じた場合に、従来通り繰越控除をするか、
　　　繰戻し還付による還付を請求するかは法人の任意ですので、不明な点は、

担当者にお気軽におたずね下さい！　　　

速報！贈与税、交際費　軽減・拡充へ
政府与党は4月10日に『経済危機対策』を発表しました。法案は4月27日に
国会に提出され、早期の成立を目指し、審議される予定です。
ここでは経済危機対策に盛り込まれた税制措置の概要について解説します。

① 住宅取得のための500万円まで贈与税を非課税に！

平成21年1月1日から平成22年12月31日までの間に

20歳以上の者が、居住用住居の取得のために、直系尊属

から受ける金銭の贈与について、500万円まで贈与税が

課税されないこととなる。

また、この特例は暦年課税か相続時精算課税制度の非課税枠にあわせて適用可能。

※新築工事のほか、中古住宅や増改築についても対象となる。
　原則、贈与を受けた翌年の3月15日までに居住している事が必要。

② 中小企業の交際費等の限度額を600万円に！
資本金１億円以下の法人に係る定額控除限度額を

平成21年4月1日以後に終了する事業年度より
現行　400万円　→　600万円　に引き上げ
ただし、損金算入額は定額控除額の90%に達するまでの金額で現行と変わらず。
　損金算入限度額　現行　360万円　→　540万円　へ引き上げ

融資を受けるためのポイント
世界的大不況の今、経営者の皆様の関心事として『融資』があげられます。

どうやったら思うように融資が受けられるのか？頭を悩ませている方も多いはずです。ここでは融資を受けるためのツボについてアドバイスしたいと思います。


ポイント１　　駆け引きは通用しない！
金融機関の担当者に駆け引きを駆使して交渉しても意味がありません。
融資の実行はその支店内での協議、本部への稟議により決まります。
よって、論理立てて資金の必要性を述べたり、きちんとした資料を示して
財務内容、資金繰り、今後の経営計画を伝えたりして、担当者に安心して
融資できると思わせるのが重要です。

また、『待ち』の姿勢ではいけません。銀行の担当者がなんとかしてくれる

だろうと思っていてはダメです。余程の優良企業であれば構いませんが、

まずはそういう意識を改善しましょう。


ポイント２　　会社の良い所をアピールする！
例え、金融機関の担当者が融資をしたいと思っても、支店長、もしくは
本部の決裁がなければ実行されません。その決裁を受けるための材料を
担当者は求めています。財務内容が良好であればいいのですが、万が一

会社の財務内容が悪くてもこの会社に融資をしても大丈夫だと思わせる
ために、会社の強みを前面に押し出して好印象付ける事が必要です。
どんなことでも構いません。自社の強みをアピールしましょう。
『強みなんてない』などと思わず、じっくり考えてみて下さい。

事前に紙に書き出しておくといざという時に慌てずに済みます。
ポイント３　　『格付』をアップする！
　金融機関が融資するのに重要視することは、従来は取引実績や担保等でした。

　が、現在は、企業の『格付』を判断基準としています。『格付』とはいわば、企業の成績表のようなものです。『格付』により企業を位置づけ、『格付』に
より融資を受けられるか受けられないか、金利、期間、返済方法等の条件は
どうするか決定しています。よって、『格付』をアップする事が融資を受けるための一番のツボです。「業績が悪いからうちの『格付』は悪いだろう」と、あきらめてはいけません。しっかりとした対策をとることによって『格付』はアップします。では、どうやったら『格付』はアップするのでしょうか？
次の点を改善することで大きく改善されます。

　　　①　総資産の圧縮

　　　②　有利子負債の圧縮

　　　③　自己資本の増加

　　　④　償却前営業利益の増加

また、次のような点も判断基準となります。

　　　安全性　→　倒産危険度

　　　収益性　→　効率的に利益を生み出しているか？

　　　成長性　→　事業の将来性

　　　返済力　→　借入金を返済する能力があるか？

以上のような点を決算書をもとに判定します。従って、正しい決算書を作成

すること、適切な決算対策が重要となります。『格付』をアップするためには

専門知識と戦略が必要です。興味のある方は当事務所にご相談下さい。

　　　　


平成21年4月1日から、電気自動車等のいわゆる次世代自動車や、一定の排ガス
性能・燃費性能を備えた自動車について、新規検査又は継続検査等の際に納付すべき自動車重量税が減免される事となりました。

適用     平成21年4月1日から平成24年4月30日までの間に最初に受ける
　　　　 新規検査又は継続検査等の際に納付すべき自動車重量税

Ｑ＆Ａ　　　◎　21年3月中に継続検査を受けました。自動車重量税の減免措置を受けることはできませんか？

　　　　　　　⇒　今回の減免措置は、対象期間中に最初に受ける検査の際に納付
すべき自動車重量税が減免されることになっています。

　　　　　　　よって、平成24年4月30日までに受ける最初の検査の際に
減免措置を受ける事ができます。

　　　　　◎　私の車は、対象となるのでしょうか？

　　　　　　　⇒　どのメーカーのどの車種が対象になるかということに関して

　　は各自動車メーカーの窓口にお問い合わせ下さい。
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拝啓　時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。


　青空に新緑の映えるすがすがしい季節を迎えましたが、なかなか景気回復の糸口も


見えず先行き不安なムードが漂っています。定額給付金の給付が始まっていますが、


国の新たな経済対策に期待したいものです。


さて、今回は税制改正、融資を受けるためのポイント等を記載しております。


皆様に少しでもお役に立てればという思いをこめて作成しています。


どうぞ、ご一読下さい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


敬具








低公害車に係る自動車重量税の減免措置について








★新人紹介★


名前　：　濵治　有希


一言　：　4月に入所しました。これまでの業種を変えて、


会計事務所でのイチからのスタートです。早く慣れ、


お役に立てるように勉強していきます。








★相続時精算課税制度を


選択すると・・・


3,500万　＋　500万


　　＝　4,000万円


までの贈与税が非課税に。


（平成21年12月31日まで）








★暦年課税を選択すると・・・


現行の基礎控除　110万円


＋


贈与額　　500万円


あわせて610万円までの


贈与税が非課税に。














直系尊属とは？？


例えば、実父母や実祖父母のこと。よって、子供だけではなく、孫への贈与にも適用される。
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